
図1
設置義務等

公開会社は、取締役会及び監査役
が必須

大会社は、会計監査人が必須

公開会社かつ大会社は監査役会が
必須（委員会設置会社等を除く）
上場会社、店頭登録会社等は提出
義務あり

用語の定義
定款の定めにおいて、発行する株式の全部又は一部に

譲渡制限がついていない株式会社
資本金の額が5億円以上又は負債の額が200億円以上
である株式会社
監査役会を置く株式会社又は会社法の規定により監査

役会を置かなければならない株式会社
金融商品取引法の規定により、その発行する株式につ

いて有価証券報告書を提出しなければならない株式会社

公開会社（会社法2条
5号）
大会社（会社法2条6
号）
監査役会設置会社
（会社法2条10号）
有価証券報告書提出株
式会社（金商法24条）

会社法改正について
～公開会社のコーポレートガバナンスのあり方～

Ⅰ

会
社
法
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

1
�
会
社
法
制
定
か
ら
約
8

年
、
会
社
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
が
平
成
26
年
6
月

27
日
に
公
布
さ
れ
た
。

平
成
27
年
4
月
又
は
5
月

に
施
行
予
定
で
あ
る
。

2
�
改
正
の
経
緯

平
成
22
年
民
主
党
政
権
時

代
に
、
会
社
法
と
金
融
商
品

取
引
法
を
合
わ
せ
た
「
公
開

会
社
法
」
の
制
定
が
提
唱
さ

れ
た
。

公
開
会
社
法
の
制
定
は
見

送
ら
れ
た
が
、
会
社
法
の
改

正
に
つ
い
て
継
続
し
て
審
議

さ
れ
、
本
年
国
会
で
改
正
案

が
可
決
し
た
。

3
�
下
記
の
2
つ
が
改
正
の
ポ

イ
ン
ト
で
あ
る
が
、
今
回
は

「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン

ス
の
あ
り
方
」
に
絞
っ
て
説

明
す
る
。

①

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ

ン
ス
の
あ
り
方

会
社
法
制
定
以
来
、
問
題

と
な
っ
て
い
た
「
社
外
取
締

役
」
の
問
題

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン

ス
と
は
、
企
業
の
不
正
行
為

の
防
止
と
収
益
力
の
向
上
と

い
う
2
つ
の
目
的
を
達
成
し
、

中
長
期
的
な
企
業
価
値
の
増

大
に
向
け
て
の
企
業
経
営
の

仕
組
作
り
の
問
題
で
あ
る
。

②

親
子
会
社
に
関
す
る
規

律
の
見
直
し

会
社
法
が
制
定
さ
れ
た
頃

か
ら
議
論
さ
れ
て
い
た
「
多

重
代
表
訴
訟
」
の
問
題

上
場
企
業
グ
ル
ー
プ
で
増

加
し
た
持
株
会
社
の
経
営
問

題
へ
の
対
策

Ⅱ

社
外
取
締
役
の
問
題

1
�
監
査
役
会
設
置
会
社
に
お

い
て
、
社
外
取
締
役
の
設
置

の
義
務
化
が
見
送
ら
れ
た
理

由
は
何
か
？

監
査
役
会
設
置
会
社
で
、
社

外
監
査
役
の
他
に
、
さ
ら
に
社

外
取
締
役
を
選
任
す
る
こ
と
は

現
状
は
困
難
。

ほ
と
ん
ど
の
上
場
会
社
は
、

監
査
役
会
設
置
会
社
で
あ
る
。

監
査
役
会
に
お
い
て
は
、
監

査
役
の
半
数
以
上
が
現
状
で
は

社
外
監
査
役
で
あ
る
の
で
、
社

外
取
締
役
を
選
任
す
る
こ
と
は

会
社
に
過
度
な
負
担
を
強
い
る

こ
と
に
な
る
。

結
論
と
し
て
は
、
社
外
取
締

役
の
登
用
を
強
制
せ
ず
に
会
社

ご
と
に
風
土
に
合
わ
せ
た
組
織

作
り
が
必
要
で
あ
る
。

2
�
社
外
取
締
役
を
選
任
し
な

か
っ
た
場
合
に
必
要
な
手
続

は
？

社
外
取
締
役
を
置
く
こ
と
が

相
当
で
な
い
理
由
の
説
明
が
、

下
記
の
3
つ
の
場
合
に
必
要
。

（
下
記
図
1
の
4
つ
の
要
件

を
満
た
す
会
社
が
対
象
。）

①

株
主
総
会
に
お
け
る
説

明
義
務
（
改
正
法
3
2
7

の
2
）

②

事
業
報
告
に
お
け
る
記

載
（
会
社
法
施
行
規
則
改

正
予
定
）

③

株
主
総
会
参
考
書
類
に

お
け
る
記
載
（
会
社
法
施

行
規
則
改
正
予
定
）

ま
た
、
東
京
証
券
取
引
所
で

は
上
場
規
程
の
一
部
改
正
、

「
独
立
役
員
を
最
低
1
名
以
上

の
確
保
」
が
本
年
2
月
10
日
よ

り
施
行
。（
改
正
有
価
証
券
上

場
規
程
4
4
5
の
4
）

※
独
立
役
員
と
は
、
一
般
の

株
主
と
利
益
相
反
が
生
じ
な
い

と
認
め
ら
れ
る
役
員
で
あ
り
、

会
社
法
の
社
外
取
締
役
・
監
査

役
よ
り
も
、
厳
し
い
要
件
。

3
�
そ
の
他
、
社
外
取
締
役
選

任
に
関
し
て
留
意
点
は
あ
る

か
？

会
社
法
改
正
法
附
則
の
中

で
、
施
行
後
2
年
を
経
た
平
成

29
年
4
月
（
又
は
5
月
）
以
降

に
お
い
て
、
社
外
取
締
役
を
置

く
こ
と
に
つ
い
て
、
再
検
討
す

る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

（
改
正
法
附
則
25
）

4
�
社
外
取
締
役
の
資
格
要
件

に
つ
い
て
、
変
更
点
は
あ
る

か
？

下
記
の
と
お
り
、
要
件
が
緩

和
さ
れ
た
も
の
と
加
重
さ
れ
た

も
の
が
あ
る
。（
改
正
法
2
十
五
）

①

株
式
会
社
又
は
子
会
社

の
業
務
執
行
取
締
役
等
で

な
い
こ
と
（
変
更
な
し
）

②
「
過
去
に
」→

「
そ
の
就

任
の
前
10
年
間
に
」
株
式

会
社
又
は
子
会
社
の
業
務

執
行
役
員
等
で
な
か
っ
た

こ
と
（
緩
和
）

③

そ
の
就
任
の
前
10
年
間

の
い
ず
れ
か
の
時
に
、
そ

の
会
社
の
非
業
務
執
行
取

締
役
・
監
査
役
等
で
あ
っ

た
こ
と
が
あ
る
者
に
つ
い

て
は
、
そ
の
非
業
務
執
行

取
締
役
・
監
査
役
等
へ
の

就
任
の
前
10
年
間
に
株
式

会
社
又
は
子
会
社
の
業
務

執
行
取
締
役
等
で
あ
っ
た

こ
と
が
な
い
こ
と（
加
重
）

④

親
会
社
等
の
取
締
役
等

で
な
い
こ
と
（
加
重
）

⑤

兄
弟
会
社
の
業
務
執
行

取
締
役
等
で
な
い
こ
と

（
加
重
）

⑥

株
式
会
社
の
取
締
役
等

の
配
偶
者
又
は
2
親
等
内

の
親
族
で
な
い
こ
と
（
加

重
）

上
記
③
に
つ
い
て
は
、
平
成

25
年
か
ら
26
年
ま
で
非
業
務
執

行
取
締
役
の
就
任
歴
が
あ
っ
て

も
（
業
務
執
行
取
締
役
に
就
任

の
場
合
は
不
可
）
10
年
前
で
あ

る
平
成
15
年
か
ら
10
年
間
、
そ

の
株
式
会
社
又
は
子
会
社
の
業

務
執
行
取
締
役
等
に
就
任
し
た

こ
と
が
な
け
れ
ば
、
平
成
28
年

の
就
任
時
に
は
、
社
外
取
締
役

の
要
件
を
満
た
す
こ
と
に
な

る
。（
上
記
図
2
参
照
）

※

社
外
監
査
役
の
資
格
要
件

に
つ
い
て
も
、
社
外
取
締
役
と

ほ
ぼ
同
様
の
改
正
が
あ
る
。

（
改
正
法
2
十
六
）

Ⅲ

監
査
等
委
員
会
の
設
置

1
�
監
査
等
委
員
会
と
は
、
ど

の
よ
う
な
機
関
な
の
か
？

指
名
委
員
会
等
設
置
会
社

（
従
来
の
委
員
会
設
置
会
社
）

の
3
委
員
会
（
指
名
・
報
酬
・

監
査
）
の
う
ち
監
査
委
員
会
の

み
残
し
た
形
態
で
あ
る
。（
改

正
法
2
十
一
の
二
）

取
締
役
会
と
会
計
監
査
人
の

設
置
が
必
須
要
件
。（
改
正
法

3
2
7
①
三
、
3
2
7
⑤
）

①

従
来
の
問
題
点

監
査
役
会
に
つ
い
て

は
、
社
外
監
査
役
の
ほ
か

に
社
外
取
締
役
を
置
く
こ

と
は
困
難

指
名
委
員
会
等
設
置
会

社
に
つ
い
て
は
、
指
名
・

報
酬
の
2
委
員
会
の
設
置

に
抵
抗
あ
り
。

監
査
委
員
会
に
、
監
査

・
監
督
の
機
能
を
与
え
て
、

監
査
等
委
員
会
と
し
た
。

②

監
査
等
委
員
会
の
特
徴

（
下
記
図
3
参
照
）

イ
�
取
締
役
な
の
で
、
取

締
役
会
で
の
議
決
権
が

あ
る
。

ロ
�
指
名
委
員
会
等
設
置

会
社
に
比
べ
て
、
監
査

等
委
員
自
身
の
選
・
解

任
及
び
報
酬
に
つ
い

て
、
権
限
が
強
化
さ
れ

て
い
る
。

ハ
�
監
査
等
委
員
以
外
の

取
締
役
に
関
す
る
選
・

解
任
及
び
報
酬
に
つ
い

て
の
意
見
陳
述
権
（
改

正
法
3
4
2
の
2
④
、

3
6
1
⑤
）

ニ
�
取
締
役
の
利
益
相
反

行
為
の
監
査
等
委
員
会

の
事
前
承
認
に
よ
る
任

務
懈
怠
の
推
定
規
定
の

適
用
除
外
（
改
正
法
4

2
3
④
）

2
�
監
査
等
委
員
会
設
置
の
た

め
に
必
要
な
手
続
き
は
？

①

定
款
の
作
成
（
改
正
法

3
2
6
②
、
38
④
）

②

監
査
等
委
員
会
設
置
会

社
の
登
記
（
改
正
法
9
1

1
③
二
十
二
）

イ
�
監
査
等
委
員
会
設
置

会
社
で
あ
る
旨

ロ
�
監
査
等
委
員
で
あ
る

取
締
役
及
び
そ
れ
以
外

の
取
締
役
の
氏
名

ハ
�
取
締
役
の
う
ち
社
外

取
締
役
で
あ
る
も
の
に

つ
い
て
、
社
外
取
締
役

で
あ
る
旨

ニ
�
重
要
な
業
務
執
行
の

決
定
の
取
締
役
へ
の
委

任
に
つ
い
て
の
定
款
の

定
め
が
あ
る
と
き
は
、

そ
の
旨
（
改
正
法
3
9

9
の
13
⑥
）

※
原
則
は
、
取
締
役
の
過

半
数
が
社
外
取
締
役
で

あ
る
場
合
（
改
正
法
3

9
9
の
13
⑤
）

3
�
委
員
会
設
置
会
社
は
指
名

委
員
会
等
設
置
会
社
へ
名
称
を

変
更
し
た
。（
改
正
法
2
十
二
）

指
名
委
員
会
、報
酬
委
員
会
、

監
査
委
員
会
の
3
つ
を
総
称
し

て
、指
名
委
員
会
等
と
し
た
。（
監

査
等
委
員
会
設
置
会
社
と
区
別

し
や
す
い
よ
う
に
、
配
慮
。）

Ⅳ

そ
の
他
の
改
正
事
項

1
�
監
査
役
の
監
査
の
範
囲
に

関
す
る
登
記
が
必
要
に
な
る
。

①

監
査
役
設
置
会
社
の
内

容
が
会
社
法
と
登
記
簿
上

で
内
容
が
異
な
る
。

会
社
法
上
の
監
査
役
設
置
会

社
（
現
行
法
2
九
）
…
監
査
の

範
囲
が
会
計
限
定
の
者
を
除

く
。（
現
行
法
3
8
9
）

登
記
簿
上
の
監
査
役
設
置
会

社
（
改
正
法
9
1
1
③
十
七
）

…
監
査
の
範
囲
が
会
計
限
定
の

者
を
含
む
。

②

監
査
の
範
囲
が
「
会
計

監
査
限
定
A
」
か
「
業
務

監
査
を
含
む
か
B
」
で
要

件
が
異
な
り
、
会
社
の
登

記
簿
上
で
ど
ち
ら
か
判
断

が
付
か
な
い
た
め
。

株
主
代
表
訴
訟
の
提
訴
を
受

け
る
場
合
及
び
会
社
と
取
締
役

間
で
の
訴
訟
提
起
の
場
合
（
改

正
法
8
4
7
①
）

A

代
表
取
締
役
が
会
社
を
代

表
す
る
。（
現
行
法
3
4
9
④
）

B

監
査
役
が
会
社
を
代
表
す

る
。（
改
正
法
3
8
6
①
一
、

3
8
6
②
一
）

※

経
過
措
置
…
改
正
法
の

施
行
後
、
最
初
に
監
査
役
が
就

任
又
は
退
任
す
る
時
ま
で
登
記

は
猶
予
さ
れ
る
。（
改
正
法
附

則
22
①
）

2
�
会
社
法
改
正
に
関
連
し
た

税
制
改
正
項
目
に
つ
い
て

（
平
成
26
年
度
税
制
改
正
大

綱
よ
り
）

①

株
式
併
合
に
よ
り
反
対

株
主
か
ら
端
数
株
式
の
買

取
請
求
が
行
使
さ
れ
た
場

合
の
自
己
株
式
の
取
得
に

つ
い
て
、
み
な
し
配
当
の

適
用
対
象
か
ら
除
外

（
現
行
法
人
税
法
24
四
、
法

人
税
法
施
行
令
23
③
）

②

利
益
連
動
型
給
与
に
つ

い
て
、
監
査
等
委
員
会
設

置
会
社
で
は
監
査
等
委
員

の
過
半
数
の
賛
成
が
必
要

（
現
行
法
人
税
法
施
行
令

69
⑨
）

③

使
用
人
兼
務
役
員
の
適

用
除
外
範
囲
に
、
監
査
等

委
員
会
設
置
会
社
の
監
査

等
委
員
を
含
め
る
。（
現
行

法
人
税
法
施
行
令
71
①
）
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監査等委員会

×

設置必要

2年

1年

任意

3名以上

過半数が社外取締役

〇

〇

監査委員会（指名委
員会等設置会社）

×

設置必要

1年

1年

任意

3名以上

過半数が社外取締役

×

×

監査役会

〇

設置任意（大会社の
場合、必要）

4年

2年

必須

3名以上

半数以上が社外監査役

×

×

監査役

会計監査人

構成員の任期

（構成員以外の）
取締役の任期

常勤者の要否

員数

社外役員の比率

（構成員以外の）取締
役の選解任・報酬等に
ついての意見陳述権

（構成員以外の）
取締役との利益相
反行為の承認によ
る任務懈怠推定

梶田義孝［渋谷］

日
本
税
務
会
計
学
会

平
成
26
年
11
月
月
次
研
究
会

2014年〔平成26年〕12月1日〔月曜日〕 東 京 税 理 士 界 〔第三種郵便物認可〕 VolumeNo.695【 6 】


